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第１章 令和２年度 事業報告書 
 

１－１．事業運営の総括 
令和２年度には、新型コロナウイルス感染症の世界規模での発生により、これま

でにないほどの経済停滞を招き、発生から 1 年以上経過した現在も終息には至っ

ていない。今尚人々の生活様式まで変えざるを得ない状況、いわゆる“コロナ禍”

にあっては、傷ついた経済を元に戻すことは容易なことではない。 
本機構の主な事業区域である福岡県においては、従来からの若者の流出、事業主

の高齢化や後継者不足による廃業の増加、さらに、常態化・激甚化する自然災害の

傷跡が根強く残っている。このように新型コロナウイルス感染症の発生、拡大は日

本の経済に甚大な影響を及ぼしている。 
 
コロナ禍においては小規模・中小企業の経営環境が大きく変化していることから、

ウィズコロナ、ポストコロナを見据え、様々な変化に対応しながら、事業継続意欲

の向上を図ることが急務である。そのため、生産性や経営力向上のためのデジタル

技術の実装、働き方改革への対応、補助事業の活用等、事業所の成長に向けたパラ

ダイムシフトへの挑戦を後押ししていく。 
また、行政とともに認定支援機関として、伴走型の事業計画策定・実行支援を継

続し、コロナ禍による厳しい環境下に置かれる中小・小規模事業所の経営基盤強化、

経営力向上に導き、併せて、業態転換・創業・第二創業・新事業展開等、総力を上

げて徹底支援し、地域経済の底上げを図っていく。 
 
コロナ禍という特殊な社会情勢を乗り切るため、本機構としてもドローン技術の

研鑽や非接触による計測技術の活用、AI, IoT, 5G や電波の有効利用をキーワードと

した取り組みを更に広く展開・発展させるために、産学官による研究開発への参加、

無人機に関する情報収集および同活動の支援を引き続き継続させることで、当機構

の無人機技術は、今後ますます重要な役割を担うこととなると考えている。 
本年度は、平成 29 年度から続けてきた「技術者養成第一主義」の事業５年目と

なる節目の年度であるため総力を掲げ、同主義を基軸とした事業を実施する。 
 
令和２年度は、発足４年目となり、無人機（特に航空機）に関する技術力向上を

図るため、ドローン操縦士養成、各種セミナーを中心に事業を実施した。また、福

岡県の支援を得て非接触で周辺環境を３次元化する技術の研究を実施し、製品化へ

の道筋を立てた。なお、令和２年度における事業収支はコロナ禍の影響により少な

いながらも安定しており、安定運営に向けた事業は「技術者養成第一主義」により

着実に推し進められている。 
 
 



１－２．事業報告 
１－２－１．研究及び調査 

研究補助金による活動は、市場創造や産業育成のための課題や阻害要因を解決す

るための研究開発活動の一環と位置付けて活動を行った。当初の研究計画を完遂し

た後、部会を通じてその成果を会員企業および市場と共有する。 
(1).  令和２年度 IoT システム関連製品開発支援事業（福岡県） 

テーマ「省人化を実現するウェアラブル式３次元計測器の研究」 
  可搬型３次元レーザスキャナの研究開発を福岡県の協力のもと進め，試作機を

完成させた。システムより計測したデータの精度は、水平方向の RMS 誤差 0.005m，

垂直方向の RMS 誤差 0.019m と高い精度で周辺環境の３次元化が可能となった。 
また，計測者がより広範囲の計測を希望する場合は、歩行ではなく、自転車に乗

って計測することも可能である。 
 

 

 

 

可搬型３次元レーザスキャナ 

可搬型３次元レーザスキャナ 

（計測結果） 



(2).  国内市場調査（自主調査） 
国内においても、無人機に関する研究機関は多種存在するが、本機構は無

人機本体ではなく、周辺設備や利用環境等を研究する公益性の高い機関とし

ては極めて稀有な存在といえる。 
そこで、国内における無人機（特に航空機）の海外モデルとの機能の比較お

よび、無人機を活用した市場の調査を実施した。 
 

 
１－２－２．学術集会、講演会、研究会等の開催 

新型コロナウイルス感染症の蔓延による緊急事態宣言等の措置により、実施でき

ず。 
 
１－２－３．無人機の利用技能の研鑽及び資質の向上に関すること 

「技術者要請第一主義」の事業計画のもと、無人機の利用技能の研鑽を図るため、

ドローン操縦士養成講座を実施した。他のセミナーは、新型コロナウイルス感染症

の蔓延による緊急事態宣言等の措置により、実施できず。 
 

(1).  無人航空機の技術者養成訓練 
(ア) ドローン操縦士養成課程（国土交通省認定講習団体登録済） 

官公庁（北九州市）などの発注者視点のドローン操縦士の訓練を実施し、個

人法人等の幅広い層から指示を受けている。訓練実施実績表を下表に示す。 
 

表．ドローン操縦士養成課程実績表 
令和 2 年 4 月～令和 3 年 3 月 

種別 主な用途 数量(名) 

個人 ホビー 0 

法人 インフラ点検 0 

官公庁 消防・災害・事故 6 

 合計 6 

   

 
  



１－２－４．関連団体との連携交流に関すること 

新型コロナウイルス感染症の蔓延による緊急事態宣言等の措置により、実施できず。 
交流等は実施できなかったが、中小企業庁の認定支援機関として指定された。 
 
認定支援機関 ID：106740003722 
認定期限：2026/04/29 
認定経営革新等支援機関 検索システム 
https://www.ninteishien.go.jp/NSK_CertificationArea 
 
１－２－５．会員内外への普及啓発活動 

新型コロナウイルス感染症の蔓延による緊急事態宣言等の措置により、実施でき

ず。 
 
１－３．会員の入退会状況 
１－３－１．会員の増減 

 

種別 
H31 年度 R02 年度 

増減 備考 
H31.4 ~ R02.3 R02.4 ~ R03.3

正 会 員 8 8 0 ０増０減 

団 体 会 員 6 6 0 ０増０減 

賛 助 会 員 4 4 0 ０増０減 

特別団体会員 5 5 0 ０増０減 

合計 23 23 0  

 



第２章 令和２年度 財務諸表 
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